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第2章 戦後 ドイ ツ資本主義における経済政策思想 の源流
一 両大戦間期の革新 -
雨 宮 昭 彦
Ⅰ はじめ に 1 998年 9月連邦議会総選挙 における争点 : 経済政策の選択肢
ドイ ツ で は毎年 ､ 年末に ｢経済発展 の評価に関す る専門委員会+ の 年次経済報告書が作成され ､ 連
邦議会 で報告され るが ､ ｢成長 ､ 雇用 ､ 通貨同盟 一 将来の た めの 方向付 け+ と題 された 1997年度
の報告書で は ､ 来 る1 998年 9月 2 7日の 連邦議会総選挙を控えて ､ 今後の ドイ ツ にお いて採用可能な
経済政策の 二 つ の 大きな､ 相互 に対立する選択肢 に関 して 一 章が あて られて い るo
そ こ か ら読み取る こ とが 出来 るの は ､ 総選挙を目前 に した国民の前 には ､ 19 93年 の 景気後退以降
中断する こ との ない 失業者数の増加 (旧西 ドイ ツ 地区の 登録失業者の 比率 96年 :9. 1% ､ 9 7年 :9. 9 %)
と い う統 一 後最大の 経済問題に直面 して ､ 今後 ドイ ツは ､ ミク ロ 経済的な投資条件の 改善をめ ざす ｢供
給指向的経済政策+ を継続する の か (キリ ス ト教民主 ･ 社会同盟 CDU/CSU)､ それとも新たに ､ マ ク
ロ 経済の総需要の包括的管理をめ ざす 儒 要指向的経済政策+ を採用する の か( ドイツ 社会民主党spD)
という 二 つ の対抗的選択肢が明瞭に提起されて い るこ とで あり ､ それが ､ 選挙民にと っ て は ､ 同時に ､
い か なる政党を選択す るの か と い う問題 に直接繋が っ て い ると いうこ とで ある｡ 前者の 立場に立 っ て
まとめられた専門委員会報告書に よれば､ 前者の経済政策は ､ 資本主義の ｢グ ロ ー バ ル化+ を経済改
革を実行す るため の 時機 にか なっ た与件と して捉え､ これを利用 して投資の導入をめ ぐる ｢産業立地
競争+ を積極的に組織する こ とに よ っ て サプライ サイ ドに有利 な方向 - と労働市場を再編 しようとす
るもの で ある｡
これに対 して後者の 立場は何を主張 して い るか ｡ 本報告書を離れ ドイ ツ社会民主党自身の公式見解
に よれば､ 競争を ｢産業立地競争+ と して組織 して いくCDU/CSロ の競争政策は ､ 実質賃金や法人税 の
l 切り下げ ､ 社会性基準 の後退 ､ 環境保護の 無視を通 じて ｢底辺 へ と向か う競争+ を生みだ し､ ｢我 々
の社会の 経済的 ･ 社会的 ･ 生態的基盤 を堀崩して しまう+ もの とされた｡ こ の ような立場か らSPDに
よ っ て ､ ｢産業立地競争+ に対置 して提起された経済政策の 選択肢が ､ 以下の個別政策か らなるポリ
シ ー ･ ミ ッ ク ス であ っ たo すなわち ､ 為替 レ ー トの安定化 ･ 経済の安定と成長を促進す る金融政策 ･
雇用 を促進 し経済的イ ンセ ンテ ィ ヴを与える財政政策 ･ 調和的租税政策 ･ 共通テ クノ ロ ジ ー 政策の 展
開 ･ 国際的社会憲章の制定 ･ 環境の グロ ー バ ル な破壊を回避するため の国際的イ ニ シア テ ィ 坑
こ れら二 つ の 選択肢 をめ ぐっ て 闘われた連邦議会総選挙の 結果､ 周知の ように･､ 1や 年間に及ぶ キ
リ ス ト教民主 ･ 社会同盟 と自由民主党か らなる連立政権に終止符が打たれ､ ドイ ツ 社会民主党と緑 の
党 ･ 9 0年連合が新たに政権 の座に つ く こ とに なっ たの で あっ た｡
とこ ろで ､ こ の ような経済政策における 二者択 - が同時に政治の 方向をめ ぐる大きな争点となっ た
の は こ の 暗が初めてで は ない ｡ 第二次大戦後 の 国民経済の再建過程が終了した 19 60年代後半にも､
さらに は戦後西 ドイ ツ経済の 方向を決め た 1 947年 の 通貨改革の 際にも同様の 性格の問題提起が なさ
}
れ ､ それが重大な政治的争点と なっ たの で ある｡
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戦後西 ドイ ツ資本主義社会の 経済的 ダイ ナ ミズ ム を根底に お い て支 え､ さらに は経済政策の 選択肢
を議会制民主主義の枠内で の政治的争点 - と制度化する こ と に よ っ て深 い とこ ろで の 政治的統合を担
う 一 因ともなっ た経済政策にお ける こ の 二 つ の 選択肢 に注目 し､ その 思想的顔流とい う観点か ら両大
戦間期 ドイ ツ の 経済政策思想史 を概観 してみ る こ と ､ これ が本研 究の課題で ある｡
以 下で は ､ まず第 一 次大戦後 192 0年代 ワイ マ ー ル 共和 国の 時代 の経済政策をめ ぐる論争を取り上
げ ､ 社会民主主義の 陣営が提起 した選択肢にお ける革新的 な特質 を述 べ る｡ 次 い で大恐慌か らナチ ス
期 1 930年代に自由主義経済学の 陣営に起 こ っ た経済政策思想 の 大転換 に立 ち入 っ て み る｡
稿の構成で ある ｡
王I 1 920年代 ドイ ツに おける社会民主主義経済政策思想の 革新
1) は じめに ｢カ ッセ ル 論争+ につ い て
これが本
第 一 次大戦は ､ 周知の ように ､ 多く の ヨ ー ロ ッ パ 諸国にお ける戦後史の軌道に影響を及ぼ し続 ける
こ とに なる重大な政治的 ､ 社会的諸結果をもたら したが ､ なかで も労働組合運動 の 強化や労働者の経
営参加 ､ 高率課税による所得移転的な平準化効果 などは社会に対 して 大きな影響を及 ぼすこ とにな っ
たo こ の ような諸変化は より民主的な政府や より大きな社会的平等 を求 め る社会変革運動とな っ て表
れ ､ そ れは既存の 社会構造の 安定性 を弱 め る こ とに もなっ た｡
｢1 920 年代にお ける経済学の 最も影響力 の 強い 国際的指導者+ (シ ュ ン ペ ー タ ー ) で あ っ た ス ウ ェ
ー デン の 経済学者 G. カ ッ セ ル(Gu sta vCa s s el)は ､ 第 一 次大戦後 の ヨ ー ロ ッ パ におけるこの ような社
会主義 と労働運動 の 興隆を､ 資本形成を脅か し､ 社会を ｢希望 の ない 無気力+ - と導く所有権の 危機
と‾して捉えて ､ そ の ｢経済思想+ や ｢労働組合独占主義+ を､ 2 0年代 を通 じて厳 しく批判 し続けた｡
祖国 ス ウ ェ ー デ ン を越 えて ヨ ⊥ ロ ツ パ 全体に向けて発 せ られ たカ ッ セ ル のメ ッ セ ー ジに対 して ､ 君主
政解体 を経て強力 な労働組合と強力な政治的発言力 をもつ 社会民主主義の 政治勢力 を有す るに至 っ た
ドイ ツの 左翼陣営は ､ こ れを極め て深刻に受け止 め 一 連の批判を展開す る ことに なっ た｡
論争の発立削ま､ ドイ ツ の 有名な社会政策雑誌 『社会的実践』(so zial
■
e pr a xis)が ､ 1926年 10月
に ､ 大量か つ 長期的な失業の 本質的原因を労働組合に よ る労働 市場 の独 占に求 め ､ 国家の 失業救済事
業が無効で あるだけで なく 有害で さえある こ とを主張 したカ ッセ ル の ス ウ ェ ー デ ン語論文 (同年9月
発表) を , ｢こ の 著者の 重要性を鑑 みて+ 直ちに訳載す る と共に ､ それ に対する反論 を展 開する こ と
か ｢緊急に必 要で ある+ との 判断 から ､ ｢カ ッ セ ル の 論旨に対す る態度表 明を 一 連の 指導的な立場に
ある ドイ ツの 社会政策家や労組リ ー ダ ー らに呼び掛けた+ こ とだ っ た｡ 1 92 5/26 年 の 恐慌に伴う失業
者急増と経済政策の転換を直接の 背景 に して始ま っ た こ の 論争は､ そ の 後 192 7年にか けて長期的に
展 開 し ､ そ れ に参加 した F. テ ン ニ エ ス(Ferdin a nd T6nie s)に よ っ て ｢カ ッ セ ル 論 争+ (ca s s el-
Co ntr o v e r s e)と呼ばれ る ことに なる大論争 - と発展 した｡
こ の 論争は ､ 労組 の 独 占主義を批判するカ ッ セ ル の 立場を､ フ ライ ブル ク の 経済学者 A. ラ ン ペ
(Adolf La mpe)が強力に支持 して翰陣を張 り ､ これ に対 して E. レ - デ ラ 一 (Emil Lede r e r)をは じめと
す る社会民主主義の 系列に属する経済学者､ 社会政策家､ 労組指導者が反論するとい う形で進行 した｡
1925/26 年 には ､ 恐慌克服過程にお ける社会政策 ･ 貸金政策をめぐる労使間 - とりわけ企業家団体
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RVDIと社民系労組 - の対立 を背景 に ､ ｢カ ッ セ ル 論争+ で の 論点の ひと つ にもな っ た貸金の購買力
理論が ､ W･ レ プケ(Wilhelm Rake)と F. ヴン ダ ー リ ッ ヒ(Frieda Wu nde rlich) らに よ っ てす で に社会政
策的論争 の テ ー マ とな っ て いたo こ の 問題 は ｢社会改良協会+ にお いて 192 7年 6 月 の 大会テ ー マ と
して 取り上げられ ､ ｢賃金引き上げが購買力 と国内市場 に及ぼす影響+ に関する レ - デ ラ ー の報告を
めぐっ て 立 ち入 っ た論争が展開される こ と になる｡
こ れらの論争に参加 した社民系 の論客の 中には ､ レ - デラ ー の他 ､ 当時キ ー ル 世界経済研究所 の景
気研究部門を指導 し 40年代以降は 亡命先 の アメ リカで ニ ュ ー ･ ス ク ー ル ･ フ ォ ー ･ ソ ー シ ャ ル リサ
ー チ の 教授 と して活躍す る A. レ - ヴ ェ(A dol f L6w e､ 戦後は Adolph Low eと改名) や19 32年に雇用
創出の ため に積極的な景気浮揚政策を提案した有名な W TBプ ラ ン の作成者の 一 人 F. タ ル ノ ー (Fritz
Ta r n o w)､ それ に社会政策学会 ･ 社会改良協会 の長老 L. プ レ ン タ - ノ(Lujo Br enta no)も含まれて い
た ｡ これ ら論争 - の 参加者はかく して経済的自由主義着か ら社民系の経済学者や社会政策家まで の 広
がり を示 し､ 大恐慌に先立 つ 1920年代 ドイ ツ にお ける経済政策思想の 諸方向に つ いて の 見取り図が
浮かび上 が っ てく る こ とにな っ た｡ 以下で は祇面 の制約か ら論争の ハ イ ライ トと なっ たカ ッ セ ル と レ
- デラ ー のや りとりの み を見ておく こ とに しようo
2) カ ッ セ ル の 問題提起 (1 926年1 0月) - 労働力の 流動性と資本形成を妨げるもの
論争の 直接の 引き金とな っ た論文冒頭で カ ッセ ル は次の ように述 べ て ､ 20年代央 の ヨ ー ロ ッ パ経
済に つ い て の彼 の 見方 を明らか に して い るo ｢ヨ ー ロ ッ パ の 多く の 諸国は ､ 常在､ 経費節約に多大の
努力 を払 っ て い るが ､ 同時 に失業対策の ため に巨額を支出 して い る+､ とo 一 方で の 国家経費の 削減
と ､,他方で の 大量失業とそ の 対策､ こ の 両者はカ ッ セ ル が指摘 した ように終戦後 7年を経たヨ ー ロ ッ
パ諸国の 中心的な課題 だ っ た｡
周知 の ように ､ ヨ ー ロ ッ パ で は 1 920年代の 半ばに なっ ても戦後経済復興が まだ完結 しなか っ たo
幾つ か の 国々 は こ の 時点までに戦前 の産 出水準を回復できず､ そ の 多く は設備過剰と深刻な失業に悩
まされ続け串｡ 北欧 3 国の ような中立諸国でも､ とりわけヨ - ロ.ツ パ 輸出市場甲喪失や 20年代を通
じて経済の 宿癖となるデ フ レ ー シ ョ ン の 発端 である戦前平価で の金本位制 - の復帰の ため に ､ 戦後ブ
i
- ム の 後には経済活動の 顕著な収縮を経験したが ､ とく に ス ウ ェ ー デン では それが最も深刻 か つ 長期
化 した｡
戦後 の ハ イ パ ー ･ イ ン フ レ ー シ ョ ン を経験 した ドイ ツ で は通貨安定化 - の 過渡期にあた る 192 5/2 6
年の冬に恐慌に見舞われ ､ 1926年初めに は失業や操短によ っ て 60 0万以上の人 々 の 生活が脅か され
た｡ 恐慌を契機に失業政策をめ ぐっ て諸政党間､ 中央政府と州諸政府間 ､ 行政諸官庁間の論争が始ま
っ た が ､ 2 6年 1 月 ハ ン ス ･ Jレ 一 夕 一 内閣はそ の保守的な財政 ･ 金融政策の 立場か ら転換 し､ 左派政
党 ･ 諸州 ･ 労働省の提案する政策を取り入れ る方向を示 した｡ そ して同年 3月 に は社会民主党と協力
して ､ 均衡予算の枠組みを突破 し､ 緊急失業対策の 諸措置 を盛り込 んだ予算を策定 した｡
カ ッ セ ル は､､しか し ､ こ の ような国家の失業救済事業に対 して , ｢国家は 一 般 に失業に立ち向か っ
てそれを克服す る可能性をも っ て い るの か ､ そ して失業救済事業の ための 資金を認 めることは労働市
場 の改善に 一 体どの程度寄与す るの か+ と述 べ て ､ 懐疑的な立場 を明らかに して い る｡ こ う した立場
甘
に立つ カ ッ セ ル の 議論 の 目的は ､ 失業原因に つ い ての 分析を踏まえた失業救済事業の無効性 ･ 有害性
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の論証とそ の 代替案の提 示 であ っ たD 以下､ 彼 の 論 旨を見て い こ う.
戦前 の 国民経済の 展開を規定 した景気の 周期的交替が いまや妥当 しなく なり ､ 失業は長期的現象に
な っ た ｡ カ ッ セ ル は戦後 の 失業をこ の ように認識 し､ そ の原 因を労働力 の流動性が損なわれたこ とに
求め て い るo ｢失業とは ､ 常に ､ 利 用可能な労働力が現存す る需要に十分適応 しなか っ た ため で ある
と考えられる+o それ故に ､ ｢も しも労働力が十分な流動性を有 し､ そ の都度の 労働市場の 状態に従 っ
て 直ちに配置され えた ならば､ 常に完全雇用が存在す るこ ととなろう0+ 彼 は こ の ような失業観に基
づ い て ､ ｢労働力の 十分 な波動性を損 なうあらゆる障害 こそ が失業の 原因で ある+ と断定 した ｡ ｢失業
に合理的に対処 しようとす るならば､ 労働力 の 流動性 を妨げ る全 て の 障害を除去 しなけれ ばな らな
い+, こ れが戦後失業問題 へ の カ ッ セ ル の 一 般的処方築で あり ､ そ の 際に かか る障害の最た るも の と
して特別に指摘された の が ､ 労働組合 による労働市場 の独 占政策で あ っ た｡
1 92 7年 の ジ ュ ネ ー ブ国際経済会議 - の 参加 後に執筆された彼 の 著書 『工業と商業にお ける新 しい
独 占主義の傾 向』 にお い て も ､ 戦後失業が長期化 しか つ 大量化 したの を説 明する こ と が出来 るの は 唯
一
､ 失業者が労働市場に参入 しようとす る際に就業者との 自由な競争が妨 げられ て い るとい う事実 だ
けで あるとされ ､ こ の 自由競争を妨げる要因と して ､ 有力な位置に ある産業部 門が ､ 労働組合員以外
の ア ウトサイ ダ ー には 閉ざされて い る こ と､ 労働市場 にお い てそれ以下の 賃金で は いか なる人もそ の
労働を琴供 して は ならない とい う適性賃金 の考え方が 支配 して い る こ と ､ さらには失業者に対する負
担 が国家や地方自治体 に よ っ て 担われ るようにな っ た こ と - これ らの 点が注 目された｡ かく して 労
働者に は ､ 自らが望むままに ､ 市壕が担 いうる水準を越 えてそ の 要求 を し続ける こ とが可能となっ た｡
その 結果が ､ 失業の長期化 で あり ､ 大量 の 労働者を公 的資金 に よ っ て支えるこ との 必然化で あっ た ｡
こう して ヨ ー ロ ッ パ の 労働市場で は ､ 工業労働者の 賃金が人為的な高水準に長期的に維持された の で
あり ､ そ の結果 ､ 産業労働者に対す る需要は供給以下に下落 し､ 利用可能な労働力 の 一 部さえもが 長
期的な失業を強い られ る こ と にな っ た ､ とカ ッ セ ル は論ずる ｡
彼は ､ さらに ､ ｢資本+ 形成の 問題 に立ち入 っ て次の よう に述 べ る｡ 労働力の 増加 が他 の生産諸 要
素の増加と適切 な比例関係 にな い場合に は ､ 労働力 の流動性が 不足 して い ると失業問題が発生 してく
る｡ それ故 ､ 労働力 の新規流入に十分に対応す るように ｢資本+ の追加 形成に努 めるこ とが 国民経済
の 課題 となる｡ しかし､ ヨ ー ロ ッ パ諸 国は こ の 点で著 しく不都合な状態 に ある. 各国は ､ ｢資本+ 形
成を妨害 しむ しろ所得を浪費す るような方向に課税を発達させ ､ そ の 結果生 じた ｢資本+ 不足 は ､ 新
しい雇用機会を創出 しうる企業活動の 拡大を阻害 して い るの で ある｡ も しもそ の 結果 として失業が発
生 し､ さらにそれに対処すろため に国家が失業対策資金を要求する ならば ､ それは 民間におい て利用
されたはず の資金 の - 部が民間か ら引き上げられ る こ とになる ､ と｡ こ の ような悪循環をカ ッ セ ル は
指摘 し､ 次の ように述 べ る ｡ ｢国家に よ っ て 失業対策の ため に資金 が利用される こ と によ っ て ､ そ の
結果除去される の と同 じ数の失業が ､ 民間から資金が引き上 げられた こ七 によ っ て新たに発生す る と
いう こ とは ない の か+｡ こ の 間題 は ､ 彼に よれば､ ｢我 々 の失業政策全体の核心+ を衝く問題で あ っ た｡
労働力の 沈動化 を妨げる労働市場 にお ける自由競争の 不足 ､ とりわけ賃金 の硬直化を中心とす る参入
規軸こ そが失業の根本的原因で あると見るカ ッ セ ル は､ 失業救済事業の 実行が賃金 引き下げ効果 をも
たない 限り ､ 失業は減少 しない と考える｡
さらに ､ 彼 は
■-､ 失葉に対 しで効果的に対処す るため に は ､ 雇用 の 効率的な拡大をもたらすように ｢資
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本+ が適切 に利用 されなけれ ばならな い と し ､ 国家に よ る失業救済事業 は ､ ｢資本+ を雇用拡大的に
利用す る上で不 適当で ある と主張す る｡ 何故なら ､ 国家の失業政策で は ､ 通常 ､ 鉄道や運河 の ように
資金多消費的で ､ コ ス トの 回収が長期に渡り ､ 利益を全く ､ 或い は少なくとも遠 い将来になるまで ､
もたらさない ような事業が 中心 となるか らで ある とされるo また ､ 彼 は ､ 失業の 重要な原因の
一
つ は
農工 間の ､ 国家の失業救済事業などに よ っ て 人為的に維持された賃金水準格差に あると し､ これ を改
めて労働力の農業 へ の還流を促進す る こ とが望ま しい と した o
こう してカ ッ セ ル は以上の議論を総括 して ､ ｢失業救済事業が ､ - ･ 失業者の 群れ にや りが い の あ
る労働 を準備す ると い う可能性を摘 み取 っ て しまうと したら､ それは近視眼的とい う しかない+ と し
て ､ 次の ような結論 に到達す る｡ ①失業の 直接的救済の ため に有効な国家介入 の余地は著 しく限られ
て い る｡ ② 一 般的な経済政策 の 目標 は ､ 労働力の 最大限可能な流動性 を回復させ ､ 市場の 状態 に生産
をそ の ように適合させ る こ とで ある｡ ③民間の 資本形成の促進 こそ が失業防止 の ため に本質的な役割
を果たす の で あるo
失業問題 に対す る国家の社会政策の 有効性をひ と つ の経済学 の 立場 から明瞭に否定 したカ ッ セ ル の
以上の 問題提起は､ 1925/2 6年 の恐慌克服過程にお ける ､ ｢中央労働共同体協定+ 以来の ワイ マ ー ル
国家の社会的 ･ 経済的基盤で ある労使 間協調態勢の 顕著な弛緩 ･ 後退と社会政策 ･ 賃金政策をめぐる
両者 の 対立を背景 に して ､ 26年 か ら 27年 - と長期にわたる論争を呼び起 こ した｡ 以下で はカ ッ セ ル
批判の 中心となっ た レ - デラ ー の論 旨の み を見ておく ことに しよう｡
3) レ - デ ラ ー の カ ッ セ ル 批判 失業救済事業原 理の 革新と産業政策の課題
｢失業救済事業に関す るカ ッ セ ル の 論文は ､ 百年前にも書かれえたで あろう｡+ カ ッ セ ル論文の甲
カ月後 に発表された ｢失業扶助に対す る攻撃+ と題 された論文の 冒頭で レ - デラ ー は こ の ように述 べ ､
｢古典理論+ に対す る彼 の疑念をカ ッ セ ル の 経済学にも確認 して い る ｡ それは ､ 経済を硬直 (固定)
的な与件 の なか に与えられたもの と捉 える考え方で あ っ て ､ それはとりわけ､ ①資本 フ ォ ン ドと貸金
フ ォ ン ドとい う観念 ､ つ まり両者は所与の もの で あり ､ 増加 し得ない とす る発想であり ､ ②生産諸力
の 遂行能力 は不足 して い る とす る暗黙の 前提で ある｡ ｢現代 工業国家の 国民経済+ は ｢ダイナ ミ ッ ク
なシ ス テム+ で あり ｢造形可能なシ ス テ ム+ で ある ｡ そ れにもかかわらず､ それを ｢底まで 見渡せ る
石造ケ ー ス+ の ような ｢ス タテ ィ ッ ク なシ ス テ ム+ と して捉 える 理論 か らは､ ｢ダイ ナ ミ ッ クの 問題
を考えるための 十分な基礎 を得るこ と はできない と考えてよ い であろう+0 2 0年代 の主流的な経済学
で あっ たカ ッ セ ル の 国民経済観をまず こ のように要約 したうえで ､ レ - デラ ー は､ カ ッ セ ル の 古典経
済学的な失業論を批判 し､ 次い で ｢最近 の 理論的思考の発展 に依拠 して+､ 後 に論敵ラ ン ペ に よ っ て
｢生産的イ ン フ レ ー シ ョ ン pr oduktiv e lnflatio n+ 論 と呼ばれる こ とになる新 しい経済政策論を積
極的に展開し､ そ れを踏まえて最後 に ､ 旧 い タイプの失業救済事業で はなく ､ 新しい産業構造の 構築
を目指して景気政策を展開する主体と して の 国家の役割 へ と説き革んで い る ｡ 以下こ の 順序で 見て い
く こ とに しよう｡
まず第 一 に取り上げられたの は ､ カ ッ セ ル の 労働組合と失業扶助 - の批判である｡ 労働市場におけ
る自由麗争の妨害､ とりわけ規則的な失業扶助の支払い と独占主義的な労働組 創羊よる賃金水準の押
†
し上げにカ ッ セ ル は失業の 原因を求 め､ その 対策と して これら障壁 を取 り払 っ て 労働力の 自由な運動
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を回復する こ と の重要性 を主張 した o 確 か に労働力 の 移動は制限されて い るが ､ そ の 原因は い っ そう
多様 であるo カ ル テ ル と トラス トの 生産制限は労働力 の活用を妨 げ､ 移住の制限は世界経済にお ける
そ の合理的な配分を妨 害し､ 住宅不足 と住居価格 の 高騰は人 口 の編成替えの 障害とな っ て い る ｡ ｢働
き手 の 不十分なカ ル テ ル+ を結成す るため に必要 な形態 である労働者 の 組織化 を承認 しな い で ､ ｢金
袋 と胃袋との 間の+ 剥 出 しの ｢決闘+ を労働市場の 正常な状態とす る考え方は ､ レ - デラ ー にと っ て
は ､ ｢経済諸力 の 予定調和+ とい う理念 の ため に労働者の 団結を監獄 に よ っ て 罰す る初期資本主義の
ア ナ - キ｢ に立ち戻る こ とで あり ､ 無統制 の残酷な大衆窮乏化を拡大す る こ と で しかなか っ た o 団結
禁止 と失業扶助 の 廃止 と い う政策が失業者 に対 して将来の就業を約束す るの であれ ば､ 失業者もその
子供も､ ｢そ の 時まで にくたば っ て しまわ ない 限りで+､ カ ッ セ ル の ｢開明的な経済政策+ に感謝 しな
ければならな い とい う こ とにな ろう｡
批判の 対象と なっ た第二 の論 点は ､ 資本 フ ォ ン ドの 議論 で あるo ｢社会 には 常に 一 定の 固定的な資
本 フ ォ ン ドが利用でき る ようにな っ て い るが ､ それは 失業者 の雇用計画や失業扶助や労働組合の 独 占
政策に よ っ て攻撃 にさらされ て い る+ と の テ - ゼ で あ っ て ､ これ を レ - デラ ー は カ ッ セ ル の 議論 の 中
心 をなすもの と見て い る｡ 資本不足 を招来する こ と に なる画家や労組 の政策は ､ カ ッ セ ル にと っ て は ､
｢破れた服 の 疑わ しい 修繕とい うに等 しく ､ そ の修理の ため に布地を無思慮 にも健全な部位 から切り
取 る ようなもの+ で あっ た｡
カ ッ セ ル の こ う した考 え方に対 して ､ レ - デラ ー は次 の ように批判す る二｢彼 は暗黙の うちに経済
的与件 の硬直性 を前提 に して い る｡ 彼 は資本 を固定 された量の ､ そ の使用が生産を可能 にす る ような
購買力で あると考 えて い る｡ 彼は ､ 古典経済学 の ス タテ ィ ッ クな考え方 を想起 しつ つ ､ 生産量と消費
量 の 計画的な拡大 を明らか に排除して い る+､ と｡ しか し､ こ の ような見解は ､ ｢最近の 理論的思考の
発展に従えば ､ もはや維持 しが たい+ と レ - デラ ー は判定す る｡ そ してカ ッ セ ル の こ の 固定的な資本
フ ォ ン ド論 に対抗 して彼 が積極的に展開 したの が ､ 後にもう 一 人 の論敵 ラ ン p{によ っ て ｢生産的イ ン
フ レ ー シ ョ ン+ 繭と呼ばれ る こ とに なる新 しい 経済政策の 考え方 であ っ たo そ の 際に レ - デ ラ ー が踏
まえた ｢最近の 理論的思考+ とは ､ シ ュ ン ペ ー タ ー (Schu mpete r)及 びとりわけ ｢フ ラ ン ク フ ル トの銀
行家で通貨理論家+ L. A ノ ､ - ン(L. Albe rt Hahn)の 通貨 ･ 信用理論で ある｡
｢固定された量 の ､ そ の使用が 生産 を可能 にす る ような購買力+ として ｢資本+ を考えるカ ッ セ ル
に対 して ､ レ - デラ ー は ｢最近 の理論的思考の 発展+ に依拠 して ､ ｢国民経済の 急速な高揚､ 生産諸
力の 劇的な展開は現存す る貯蓄か らは決 して生 じて こ ない+ と批判 し､■既存の 資本主義経済の なかに
与えられて い る ｢新 しい 生産可能性 を実現す るために新 しい購買力を創出す る+ 契機と して ､ ｢信用+
の有す る経済的意義を強調す る ｡ ｢信用+ は国内外 の 市場 におV
､
､て将来性を有す る企業に対 し､ 極め
て しばしば1r『現存する 貯蓄』 の 限界を越えて+ 与え られてきた｡ ｢手形信用も同様な可能性 を与えて
お り ､ そ の ような信用の 拡大は全く 正統な こ とで ある+0
こ う して レ - デラ ー は ､ 固定的な資本フ ォ ン ドの なん の効用もない 単なる移動 と は異 なっ た ｢信用+
調達の 可能性を当時の ドイ ツ が置 かれた状況 の なか に求 め ､ 次の ニ つ の形態に注目 して い る｡ ①外国
借用 o こ こやは ド - ズ案に基づく通貨安定以降の ドイツ にもたらされた外国借款が重要で ある｡ 民間
企業だけ替なく ､ 地方自治体は こめ低利の信用利用 によるガス ･ 水道 などの 産業 ･ 生活基盤の 整備を
通 じて雇用創出を図 っ たo しか しこ の地方自治体による外国借款利用 は ､ 民間企業のそれより も ｢非
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生産的+､ ｢イ ン フ レ的+ で あると して ライ ヒ ス パ ン ク総裁 シ ヤ ハ トらの 大きな批判 にさらされ ､ 利用
可能性が次第に制限されて い るが ､ そ の ｢理論的根拠+ は全く 明らかで はない と レ
- デ ラ - は指摘す
る｡ ｢外国借款利用がイ ン フ レ的で あるか否か+ を決定する要因を生産主体の違い (公共機関か民 間
か) に求め る こ とはできない し､ 先 の批判 か ら免れ て い る外国民間資金の借入 もま た ｢通貨価値を変
化させう る+ の で あるo
②自国の銀行 シ ス テ ム 内部で の信用拡大｡ こ こで は信用 に対する ｢管理統制が或い はそ う厳 しくは
ない が 故に ､ [イ ン フ レ ー シ ョ ン の] 危険は 一 層大きい かも しれな い+ との 予想され る懸念 に対 して
は ､ ｢も しも新 しい購 買力に対応 して新 しい諸製品が 生産され ､ 新 しい諸生産が生産 と消費との 間の
それ自身 にお いて 閉 じた円環 をつ くるならばイ ン フ レ
ー シ ョ ン は発生 しない+ と述 べ て い るo こ こ に
新 しい諸生産 をめ ぐる生産と消費との 閉 じた円環 とは ､ 新産業を軸に した諸産業の新 しい相互連関の
うえに新たな産業構造を構築する こ とで あると考えて よ いで あろうo レ
- デラ ー は ｢これ こそがそ の
際の真の 問題(da s Pr ob lern)で ある+ と述 べ るo しか し､ も しもこ の 間題が克服され､ か か る連関が
構築され る場合に は ､ ｢国民経済の 生産拡大は ､ い わゆる強制された貯蓄で ある消費財価格の 上昇を
通 じて進展 して いく こ とになろう+0 ｢かか る場合には信用は新たな蓄積に寄与 して い る+ の であり ､
｢そ の 際の イ ン フ レ誘因は急速な資本成長 の保証金+ と して位置づ けることが可能になる の で ある｡
｢カ ッ セ ル が こ の ような経済過程 を拒否 した場合でも ､ 彼は ､ かか る基盤の 上に発生する景気現象を
- そ こ にイ ン フ レ誘 因が混 じ っ て い た と しても - 経済的破局とは 見倣さない で あろう+o これが
予想され るイ ン フ レ懸念に対す る彼 の 回答で あっ た｡
そ れでは ｢真の 問題+ で ある ｢生産過程の 新しい 円環+ はい か に して構築され るの で あろうか｡ こ
の産業構造 の変革は､ ｢今や ､ 計画的にか つ 慎重に なされ る べ き で ある+ と彼は述 べ る｡ そ れは何故
か ｡ 産業構造の 変化 は ､ か つ ては ､ ｢様々 な分野にお ける障害や摩擦､ また しば しば大きな損失+ を
伴い つ つ も ､ ｢市場 の状態に 正確に反応す る ､ 力強く生き生きとした民間の イ ニ シアテ ィ ヴ+ によ っ
て行 なわれた｡ しか し､ 今や ､ 生産の 諸組織に は､ 市場動 向に機敏 に対応する機能に障害が長期的に
生 じて い るだけで なく ､ ｢あの 大 い に賞賛され た民間のイ ニ シ アテ ィ ヴによ っ て資金はむ しろ誤 っ た
方向に導かれ ､ そ の結果 ､ 機能障害は さらに悪化 して い る+ の で ある｡
L
こ の 不況克服と産業構逸変革に お ける民間イ ニ シアテ ィ ヴの衰退を産業組織 の独占的 ･ カル テ ル 的
な編成と結び つ ける視点は ､ 1 927年 6 月 の 社会改良協会大会で の彼の報告にお いて い っ そう立 ち入
っ て論 じられた｡ その際 に レ
- デ ラ ー は ､ 経済学の ｢理念像+ と現実の経済過程との 比較を通 じて ､
商品市場と労働市場 の組織化が ｢理念像の なか で語られ るか の均衡の 撹乱+ と して現れてく るこ とに
注意を促 した｡ その 際に ､ 彼は ､ 最も根本的な問題と して ､ カ ル テ ル の価格政策に よる生産制限を通
じた設備稼働率の 低下を指摘 し､ こ の ような状況 にお いて は労組 の高賃金政策は企業に対 して合理化
を強い る対抗力で あり ､ 外的衝撃で あると位置づ けたの で あっ た ｡
レ - デ ラ ー は､ いずれにせよ民間イ ニ シアテ ィ ヴに期待でき なくな っ たそ の課題の 達成を国奉の新
たな失業救済事業に託す ことになる ｡ 雇用創出を企図 して ｢生産政策の みならず景気政策とい う新 し
い試みをも目的意識的に遂行す る+ ように なっ た ｢公共 の手+ の課題は､ レ
- デラ ー の構想にお い て
は ､ こ うして 明らか に ｢旧来の失業救済事業からは区別され+､ その 枠組みを踏み越える こ とに な っ
た｡ 国家は新しい購買力の創出とそ の配分を通 じて ､ ｢生産過程 の新 しい円環 の形成+ という表現が
?
意味する産業構造の 変革とい う産業政策の課題 をも担うこ とになる｡ 央業救済事業は､ かく して ､ ｢景
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気運動 の科学的な研究に よ っ て 自力で経済計画の ようなもの を構築 して いく過程に ある新 しい 実践 の
思想+ に基礎づ けられ た ｢雇用創 出の壮大な試み+ - と転換す るの で ある｡
失業救済事業を支える コ ン セ プ トが こ こで根本的 に変化 したこ と は 明らか で あ っ た ｡ ｢信用+ 創造
に よ る購買力補給とい う ｢需要+ サイ ドの 政策が ､ こ こで は ､ 産業組織 の硬直化と民間イ ニ シ ア テ ィ
ヴの衰退と い う現状認識 を踏まえて ､ 国家主導に よ る産業構造変革 と いう ｢供給+ サイ ドの政策と結
び つ けられたの であるo
こ の ような議論 を ｢社会 の総生産か ら切 り離された 自立的な購買力 と いう迷妄+ と再度批判 してき
た カ ッ セ ル に対 して ､ レ - デラ ー は ､ か か る迷妄からは自分自身も十分に遠 い と断言 し､ そう した表
現に よ っ て カ ッ セ ル が擁護 しようと して い る の は ､ ｢い かなる生産も既 にそれ自身の た め の購買力 を
造 り 出す+ との ｢販路説+ で は な いだろ うか と推測 し､ 次 の よう に述 べ た｡ ｢も しもこ の 定式 に満足
して しまうならば､ い かなる 理論もそ こ で止 ま っ て しまうこ とになろう｡+ しか し､ ｢理論的な課題 は ､
こ こ か らや っ と始ま る の で はな い だろうか｡ 失業問題 の 理論的分析 の課題は ､ まさに ､ 総生産に 関わ
る購買力は与えられて い る との命題 の批判的吟味か ら､ 例えば購買力の 構造に つ い て の 問題か ら始ま
る の では ない か ｡ セイ の断定に甘ん じて しまうならば ､ まさにそ れ こそ プリ ミテ ィ ヴな経済的思考と
い うも の では ない か+､ と｡
と こ ろで ､ こ の ような経済の 計画的運営の 余地 を拡大 し､ 自立的な景気操作の 可能性を増大させ て
いく上 で レ - デ ラ ー らに大きな障害と して 意識 された の が ､ 第 一 次大戦後における各国景気の相 互依
存性 の深まり の 中で最大 の金保有国ア メリカ合衆国の 金利政策が経済の 国際的 な規定要因とな っ たこ
と だ っ た｡ こ う して ､ 20年代 には ､ ア メ リカ に発する世界景気を左右する力 か ら相対的に自立す る
ため に ヨ ー ロ ッ パ 諸国の政治的 ･ 経済的な結合 の 必要性 に関す る長期的展望が生まれてきた｡ レ - デ
ラ ー らにお い て は ､ 経済の 相互依存性 の 深化と資本市場の 不安定性 とい う 19 20年代の 厳しい 国際経
済的環境 の 中で経済政策を主体的に展開す る上で の 必 要条件と して ヨ -･ロ ツ パ 的枠組みの 構築が意識
されて い たこ とは看過 しえない ｡
以上概観した ように ､ 192 0年代 の ｢カ ッ セ ル論争+ が 明らか に したの は ､ レ - デラ ー の ような社
会民主主義系の 若 い経済学者の政策思想 の革新性 で あっ た｡ これ に対 して経済的自由主義の政策思想
に注目す べ き変化がお こ る の は ､ 世界恐慌期以降の こ とで ある｡ そ こ で こ の点 に立 ち入 る前に ､ まず ､
大恐慌期とそれ に先立 つ 2 0年代に ､ 当時の 経済的自由主義は い か なる国家観をも っ て い たか に つ い
て 一 瞥しておく こ とに しよう｡
｢リベ ラル な国家干渉+ 論の 系譜
さて ､ 後に オル ド ･ リ ベ ラリ ズム と名づ けられ る ことに なる ドイ ツ新自由主義の経済学派の 指導的
な理論家の 一 人と目されて い る W. オイ ケ ン(Walthe rEu cke n)は ､ 金融恐慌 か ら生産恐慌 - と展 開 し
た大恐慌が 一 段と探 い底 - と進 み ､‾｢資本主義経済の枠内で生産再開が可能 となるような起点 として
の ア ル キメデス の点を見出すこ とがます ます困難となりつ つ ある+もの と観察されて い た1 932年 に ､
資本主義の 発展可能性 - の懐疑と経済秩序の計画経済 - の転換の 問題に直面 して ､ 資本主義の 強力な
発展 の道を開拓するための ｢リベ ラ ル な国家干渉+､ つ まり市場法則 に対立す るの で は なくそ れ に即
した方向で の干渉､ 旧 い状態の維持 の ためで はなく ､ 新 しい状態の促進 の ため ､ 自然的な経済の 進行
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を遅延 させ るの で はなく ､ それ を促進す るため の 国家干渉を提唱 した0
ワ イ マ ー ル 国家の 問題性 に深く立 ち入 っ た の は A. リ エ ス トウ(A le x a nde r Rtitow)だ っ た ｡ 1 924年
にライ ヒ経済省 にあてた覚書 ｢ドイ ツ 国利史の 社会学的評注+ にお い て ､ リ エ ス トウは ､ 第 一 次大戦
期に ｢ドイ ツ の戦時組織を資本主義 の基碇の 上 に再編 しようと した 大きな試み+ の ｢内政的帰結+ を
考察 した｡ その 際 ､ 内政 の変化に とっ て 決定的な意味を持 っ た政策と して ､ ｢ラ ー テナ ウによ る戦時
原料調達の 組織化+ - それをリ ュ ス トウはか か る試みの ｢前奏曲+ と見な した - - 以上に彼 が重視
したの が ､一｢ヒ ンデン プル ク計画+(Hinde nbu rgpr ogr am m) と｢祖 国勤労奉仕法+(Hi lfsdie n stge s etzt)
で あ っ たo 前者は ､ 軍最高指導部(OR L)の 提示す る生産数量計画の 履行 の受諾と交換に ､ 企業家に原
価の 1 0 % の利潤 を保障するもの だ っ た｡ これ に対 して後者で は ､ ｢外見上の 軍事化と′い う不 幸な
マ ン
トの 下+ で被雇用者に対 して ､ ｢企業家に 関する場合と同様な重大な結果を招く方向で ､ 譲歩が行わ
れた+｡ 経営内外で の い わ ゆる労使 同権化 がそ の譲歩 の 内容で ある｡ こ こで起 こ っ た事態をリ エ ス ト
ウは ､ OHLと い う ｢事実上 の帝国政府+ の ｢資本主義+､ すなわち資本と労働 - の ｢降伏+ で あると
見な し､ それが ､ ｢将来 ､ あらゆる重要な事柄 に つ い て ､ フ ォ ー マ ル な法的権限な しに ､ 事実上 は決
定的な力+ をも つ こ とに なる ｢ドイ ツ雇主 ･ 被雇用者の 労働共同体+ - の 道を切 り開い たもの と した ｡
｢こ の 形式的 ･ 政策的に は単なる現実的な譲歩+ に しかす ぎない ように見える過程を通 じて ､ 国家は
多元 的利益団体の ｢獲物と して の 国家+ (de r Sta at als Be ute) - と本質的な転換を遂げて い っ た と
するリ エ ス トウは ､ ｢こ の 多元主義の 克服 は ､ 今日でもなお 未解決の ､ 我 々 の 将来の 命運が懸か っ た
問題(die u nge16te Schicks alsfr age) を形成して い る+､ と述 べ て い る ｡ こ の 2 0年代にお ける考察を
踏まえて ､ 世界恐慌をテ ー マ に開催された 19 32年 の社会政策学会にお い て ､ 彼は ､ そ の ような ｢獲
物と して の 国家+ から ｢強力な国家+ - の 転換を要請 したの で あ っ た｡ こ の ｢強力な国家+ を､ リ エ
ス トウは ､ 緊急の 例外的事態と して成立 した大統領内閣の法的恒久化を通 じて 実現 しようとして い た
の で ある｡
こ の ような自由主義的な国家干渉論 の もう 一 つ の 先駆 を､ われわれは ､ 1 920年代半ばの ドイ ツ に
お い て展開された ｢カ ッセ ル 論争+ とい われ る経済政策論争にお ける A. テン ペ(Adol f La mpe)の ｢生
産的干渉主義+ 論の なかに求め るこ とができ る｡ 1 92 0年代には ､ 旧稿にお い て 明らか に したように ､
経済政策思想上の革新が社会民主主義的な選択肢の 上に生ず るが ､ そ の 内容は この 論争の過程で明ら
.か にされたの で あるo
と こ ろで ラン ペ は ､ 19 20年代の こ の論争にお い て ､ カ ッ セ ル の 見解を全面的に支持 し､ 労組 の 市
場権力の 後退に よる賃金引き下げ ･ 労働の 流動化と減税 によ る民間投資の活性化の 達成を新しい 干渉
国家に求めた｡ 彼は論争の途上 にお い て出版 した著書『失業救済事業か貸金引き下げか』(1927 年)
の なかで ､ カ ッ セ ル 批判 の先頭に 立 っ た E. レ - デ ラ 一 (EmilLede r e r)の 見解を ｢生産的イ ン フ レ ー
シ ョ ン+ 論と名付けて批判し､ これ に対置させ る形で干渉国家の 新しい原理 を主張して ､ 次の よう与,I
述 べ て い る ､ ｢経済学の 権限が及ぶ限りで ､ 要請され るの は ､ 国家失業政策の 根本的な転換で ある ｡
今日優勢な労働者扶助政策とい う非経済的な干渉主義に代わ っ て ､ 生産的干渉主義が登場 しなければ
ならない ｡ これは現実の 労働市場の 諸条件を理想的な自由競争の それ - と可能な限り近づ ける こ とを
目指すもの で ある+､ と｡ こ の ラン ペ の 議論 に関 して指摘 して おく べ き点は ､ 彼にあ っ て は ､ 専ら労
働市場の 流動化だけが テ ー マ にな っ て おり ､ レ - デラ ー が指摘したような独占やカ ルテ ル による市蓉
不均衡の 発生に関する問題意識 は完全に欠落 して いたというこ とで ある｡
l
こ の ような経済的自由主義者の議論は､ 30年代 の大恐慌を経た後には ､ ｢諸条件を理想的な自由競
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争の それ - と 可能 な限り近づ ける+ べ き対象を､ ナ チ ス の グライ ヒ シ ヤ ル ト ウ ン グ - - い わば ､ 多元
主義 の 強靭的 一 掃 - - を通 じて流動化 を強い られた 労働市場か ら通常の 商品市場 - と移 して いく こ と
によ っ て新 しい 理論的視野を獲得 して い っ た ｡
以下では ､ こ の 自由主義経済政策思想 の 選択肢にお ける 19 30年代の 多彩な理論的営為の なか から､
｢オイ ケ ンや ベ ー ム(Fr a n zB6 hn)と並ん で ､ 最も著名なオ ル ド自由主義者 の 一 人+ で あり ､ 彼 らと共
に ､ ナ チ ス 期に ､ ｢ドイ ツ 汝律ア カデ ミ ー + (A kade mie fur De uts che sRe cht) にお い て ｢国民経済の
研究+ を担当す るグル ー プ ⅠⅤ の メ ン バ ー と して活躍 し､ 戦後 は エ ア ハ ル トに協力 して指導的立場か
ら ｢市場経済+ - の 転換計画に 参加 した レ オ ン ハ ル ト ミク シ ュ (Le o nha rd Miks ｡h)の 経済政策思想
を取り上げ ､ こ の 問題 に接近す る こ とに した い ｡ なお ､ こ の ｢ドイ ツ 法律ア カデ ミ ー + と は ､ ｢各州
法律の ダライ ヒ シ ヤ ル トタン クと法秩序刷新の ため の ライ ヒ長官+ でバイ エ ル ン州法務大臣 ハ ン ス ･
フ ラ ン ク(Ha n sFrank)が設立 し､ 自ら総裁 に就任 した国家機関 で ある.
ⅠV 1 930年代に おける自由主義経済政策思想の革新
1) レオ ン ハ ル ト ･ ミ ク シ ュ ー ナ チ ス 期 と戦後 の活動
さて ､ ミ ク シ ュ は ､ ナ チ ス 期 に は ､ 先 の ｢ドイ ツ 法律ア カ デミ ー + の他 に ｢情報通信局+､ ドイ ツ
労働戦線 のJ(労働科学研究所+ な どで活動 し､ 戦後は ､ ミ ンデ ン にあるイギ リス 行政 区の 経済中央局
勤務を経て ､ エ ア ハ ル ト - 当時 ､ 英米統合占領地区の経済行政局長 - を補佐す る審議会 におい て ､
いわ ゆるオ ル ド自由主義の 主要メ ン バ ー の 一 人と して活躍す る｡ とりわけ､ 経済や行政 の 専門家と共
に ､ ｢価格 ･ 所得政策を扱う行政局の 責任者+ (Nicbolls)､ ｢行政機構 の なか での オ ル ド自由主義の 明
白な代表者+ (Es cbenbu rg) と して ､ 英米 に よる経済統制か らの 転換の ため の 通貨改革と経済 自由化
に向けて ､ 具体的な政策準備 を担当 した｡ そ の後 ､ マ ン ハ イム 大学教授 を経て 4 9年 に フ ライ ブル ク
大学正 教授 に就任 し､ 19 50年 9 月 1 9日 に急逝して い る｡ ｢フ ラ ン ク フ ル タ - ･ ア ル ゲ マ イネ+ 紙に
掲載された計報は､ ｢ミク シ ュ は オイ ケン の弟子 で ､彼の 学説 の 最も断 固たる擁護者の 一 人で あ っ たo
オイケ ン学派は彼 の 死 によ っ て ､ 極めて短期間に 二度目 の 重大な損失 を被 っ た｡ こ の 3 月 20日に は
オイケ ン教授 が ま っ たく予期されず に ､ イ ギリ ス で の講演旅行中に 死亡 したばか りだ っ た+ と述 べ て
い る｡
こ の ように ミク シ ュ の経歴 を辿る こ とは ､ ｢社会的市場経済+ と い われ る戦後 西 ドイ ツ資本主義経
済の設計に深く関与する こ とに なる経済的自由主義者､ す なわち広く オ ル ド自由主義と称 され る経済
学グル ー プに何らかの 形で 関わ っ てく る エ コ ノ ミ ス トとナチ ズ ム と の 関係 という微妙な問題 に触れる
ことに なる｡
2) ｢ドイ ツ 牡律アカデ ミ ー + グル ー プ ⅠⅤ
こ こ では ｢ドイ ツ津律アカデミ ー +･グル ー プ IV の活動 に つ いて の み触れておく . こ の 作業集団は ､
同ア カデミ 払 の葡 かに 19朝 年10月 1 日 に経済の 領域を管轄する専門部会と して ､ ｢グル ー プⅠⅤ ‥ 国
民経済の研究+
Fu nk).の
の奄で ､ ライ ;ヒ経済相で ライ ヒ ス パ ン ク総裁 を兼務するヴァ ル タ ー ･ フ ン ク(Walthe r
時 参 部大尉の 肩書き を持 つ 経済学者の イ ェ ン ズ ･ イ エ ッ セ ン (Je n s
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Jes s e n) を議長 に設 立された ｡ そ の 定款 に よれば､ ナチ ス 国家の ｢経済法ならびに構築され る べ き
経済秩序 の ために学術文書を作成す る こと で あり ､ そ して ､ こ の 目的 の ために ､ こ れま で多く の組織
の なかに分散 して い た ドイ ツ の経済学の代表者を実り多い 作業に向けて組織 し､ ドイツ の 経済政策や
国家政策に貢献 して貰う+ こ とを目的に設立 されたが ､ そ の活動は ､ こ の ようなプ ラン作成に 尽き る
もの で は なく ､ 創設時点から､ 戦時経済の 問題 にも協力 した と され る｡ こ の グル ー プに お ける各々 の
作業集団は ､ 各 々 の経済の諸管轄と ､ つ ま り ライ ヒ経済省 ､ ライ ヒ労働省 ､ ライ F大蔵省 ､ ライ ヒ交
通省 ､ ライ ヒ食糧省 ､ 価格 コ ミサ - ル ､ ライ ヒ ス グル ッ ペ ン ､ ドイ ツ 労働戦線と密接 に協力 して 作業
を進 めた o _
こ の グル ー プ ⅠⅤ の 作業に特別 の 関心を示 したの は ､ とりわ けライ ヒ経済省だ っ たo 大臣と事務次
官は度々 個人的に審議 に積極的に参加 した｡ そ の 際に ､ .ライ ヒ経済省は ､
｢国家当局自身 によ る経済
管理+ を例外的事態であると考えて お り ､ ライ ヒ経済省の 政治的課題 を､ ｢全体的な(total) 国家経済
が戦時経済こ えて継続 ｡ 発展+ しないように ､ 戦時編成が解除されたとき の経済組織の あり方 を具体
的に構想す るこ と に求め て い た o ドイ ツ の 研究者 - ルプ ス ト(Ludol f Ⅰie rbst､ 現在ベ ル リ ン ･ フ ン ボ
ル ト大学教授)は次の ように述 べ て い る ､ ｢それ故に ､ 『ドイ ツ法律アカデミ ー』 グル ー プ ⅠⅤ の枠組み
の なかで ､ イ エ ッ セ ン , ヴア ル テ ンブル ク(Graf vo nWa rte nburg), オイケ ン , ベ ー ム(Fra n zB 6hm),
ミ ク シ ュ , プライ サ ー (Erich Pr eis er), べ ッ ケ ラ ー ト, ラ ン ペ , シ ュ メ ル ダ ー ズ (Giimther
schm61de rs)の ような多く の 有名 な経済学者が ､ 共 同作業を した こ とは偶然で はない o 国家と経済の
オル ドリ ベ ラル (o rdoli ber al) 的な区別 は ､ 『経済の指導』 とい う暖味な民族社会主義的な考 え方を
具体化 し､ 国家の操作と自由市場の 関係 ･1.
- - を構想する点で ､′ うまく適合 したように思われる+､
と｡
グル ー プ IV にお ける議論 は ､ 第 一 に ､ そ の 理論面に関 して は ､ 当局によ っ て ｢新 しい ドイ ツ の 国
民経済学の 基礎と諸概念の論究 の 出発点を提供する+ もの と､評価されたオイ ケン の ｢国民経済学の 基
礎+ に基づ い て展開された｡､第二 に ､ それと並んで ､ こ の 作業集団の 主要目標 の
一 つ で あ っ た戦時編
成解除の 問題 と具体的に 関連 した論点と‥ して ｢ドイ ツの 経済操作の 目標と手段+ が分析され､ その 際
に議論 の 中心に登場 して きたの は ､ 価格政策だっ た. こ こ で の 共同研究の 成果 の 一 部は ､ G. シ ュ メ
ル ダ ー ズ の編集 した論文集と して まとめ られ ､ 1942年に ｢ドイ ツ法律ア カデ ミ ー +･の 論文集第6 巻
.と して 出版された o こ の論文集に は ､ グル ー プ ⅠⅤ の多くのメ ン バ ー (ベ ス テ Th. Be ste, ベ ー ム , オ
イ ケ ン , イ エ ッ セ ン , ミ ク シ ュ , ム ー ス M. MuB, ペ
一 夕 - H. Pete r, プライ サ ー , ヴ エ ッ セ ル ズ
Th. Ve s s els, ヴア ルテ ン ベ ル ク) が 参加 して い たo そ の タイ トル は ､ ｢国民経済的な業績選抜の 手段
と して め競争+ で あっ て ､ これは ､ - ル プ ス トによれ ば､ ｢オ ル ド自虐 主義か らナチズム - の架橋 を
試みたもの+ で あり､ イ エ ッ セ ン が序文で ､ ダ ー ウイ,= ズ ネと競争との 間の基本的な関係を主張 し､
競争を ｢闘争(Kampf)形態にお ける 一 種の 選抜+ で あると規定 したときには ､｢ こ の 点を強調 したの で
ある ､ とされて い る｡
ちなみ に ､ こ の論文集に寄せ られた寄稿か ら､ オ ル ドリ ベ ラ - レ ン とナチ ス との 関係に つ いて ､ -
ル プス トは次 のような見解を示 して い る｡ 第 ⊥ に ､ オル ドリ ベ ラ - レ ン の側で は ､ 明らか に ､ ヒ ッ ト
ラ ー やグ ー リ ン クやフ ン クが提 示 した方針 の枠組みの なか で ､ 将来の 経済秩序の形成に影響を与 える
つ もりだ っ たこ と､ 第二 は ､ 経済政策の責任者の 億度に よ っ て ､ 彼 らは ､ こ の点にお い て激励 を感 じ
て いた こ と､ こ う した点で ある｡
訂
しか し､ 他方で ､ 急い で つ け加 えてお かなけれ ばならない こ とは ､ 出発点や課唐設定の 点で は確か
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に両者は 一 致 して い た ように思われ るにもか かわらず ､ しか し結論 の点 で は ､ しば しば､ 第三帝国に
お い て経済政策的に想定可能なも の を大幅 に超 えた と い うこ とで ある ｡ 例えばオイ ケ ン は ､ そ の 寄稿
論文 ｢経済制度の原 理と して の 競争+ の 中で ､ ナチ ス に よ っ て設立された強制経済の 経過的 ･ 一 時的
な性格とそれが ､ ナ チ ス が殆 ど理解 しえない ような結果を伴うこ とを強調 し､ 次 の ように述 べ て い る｡
｢経済秩序は ､ それが今 日 ドイ ツ に存在 して い るように は ､ もはや今後存続 しない であろう｡ そ の ト
一 夕 ル な再構築が必要 である｡+ 国家は ､ ｢通貨制度 そ の 枠組み の なかで は大きなデフ レ ー シ ョ ン
やイ ン フ レ ー シ ョ ン が起 こ り えない ような通貨制度の 秩序を維持 しなけれ ばならな い ｡+ 何故 なら ､
｢そ の ような事態を回避す る こ とは ､ 競争秩序がうまく機能するた め の ､ 決定的に重要な､ そ の 意義
にお い て いく ら評価 しても過大 には ならない 前提で ある｡+､ と｡ しか し､ 同時に - ル プ ス トは ､ 次の
ように述 べ て い る ｡ ｢中央管理経済と自由経済と の 間の 『第三 の道』 を秩序政策的に歩もうとするオ
イ ケ ン の 試みは ､ 戦時編成解除に 関す るナ チ ス の構想か ら､ 彼 の試 みがそ の 構想と して は機能 しなく
なるとい うほ どに ､ か け離れたもの で は なか っ たの で ある+ これが - ル プ ス トの結論で ある｡
さて ､ こ の グル ー プ IV の諌論 の焦点の 一 つ は価格政策の 問題 で あっ たが ､ 30年代に経済的自由主
義者が深化させた経済政策的な考察はまさに こ の 問題 へ と収赦 して い っ た｡ そ して この 問題に つ い て
最も体系的で実践的な議論 を展開 した の が レ オ ン ハ ル ト ･ ミク シ ュ だ っ た ように思われる ｡
3) ミ ク シ ュ 『課題 と して の競争』 とそ の 二 つ の 源泉
･ ミ ク シ ュ は ､ 1 937年 に公 に された著作 『課題 と して の 競争 - ▲競争秩序 の諸原則』 の なか でそ の
議論を最も体系的に展開 したo そ して ､ そ こ か らえられた実践的な競争政策の 一 つ で ある ｢価格計算
カ ル テ ル+ と ｢価格計算 コ ン ト ロ ー ル+ に 関す る考察 を､ ｢拘束された 競争の 可能性 と限界+ と いう
タイ トル の論文にまとめ ､ ｢ドイ ツ 法律ア カデ ミ ー + グル ー プ ⅠⅤ の 共同作業 の成果で ある先の シ ュ メ
ル ダ ー ズ編『国民経済の業績向上と業績選抜の 手段 として の 競争』 に寄稿 して い る｡ ちなみ に こ の 主
著 『課題と して の 競争』 は ､ 非常に興味深 い 削除と追加 が施 され て ､ 戦後 ､ 通貨改革の 前年 ､ 194 7
年に再版が 出されて い る｡
こ の ミク シ ュ の 主著に流れ込 んで いく経済的自由主義の政策思想を辿 っ てみ ると､ 非常に重要 な二
つ の 大きな源泉が存在 して い る ことに気づく ｡
そ の第 一 は ､ 大恐慌期お よびそれ以降に書かれた ドイ ツ の経済学者の 文献で ある o 上述 したオイ ケ
ン の ｢リ ベ ラル な国家干渉+ 論やリ エ ス トウに よる ｢獲物と して の 国家+ から ｢強力な国家+ - の 転
換の 要請は ミク シ ュ に大きな影響を与 えた｡ しか し､ こ こ で は ､ それ以上 に注 目すべ き文献と して ､
エ ル ヴィ ン ･ フ ォ ン ･ ベ ッ ケラ ー ト (Er win Yon Be cke r atb) が 1932年末 に公 に した論文 ｢フ ァ シ ズ
ム の 経済制度+
■
に触れておきた い ｡
ナチス 政権成立 (33年 1月) 直前に公 に された こ の ベ ッ ケ ラ ー ト論文は ､ 第 一 に ､ 大恐慌期をく
ぐり抜けた当時 の経済的自由主義者の考え方を非常に端的な､ 或い は大胆なと言 っ て い い形で 定式化
して い る よう紅塵われる点で ､ また第二 に ､ 当時の 若い 経済的自由主義者に対 して極めて大きな影響
を与 えたもの と考えら純 番農恕､ 非常に重要 な論文で あると考えられ る｡ ミ ク シ ュ は ､ べ ッ ケラ ー ト
の論点を数学的 に根拠づ けたそ の弟子 の シ ュ タ ッ ケル ベ ル ク (Hein ricb Y o nSta ckelberg) の 研究を
介 して ､ この ベ ッ ケラ ー トか ら大きな影響を受けて い るように思われ る｡
さて ､ ベ ッ ケラ - トの ｢ヲ ア シ ズム の経済制度+ が注目され るの は ､ 当時 の経済的自由主義者の 新
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しい立場 を次 の 4点に集約 して い るか らで あるo
第 一 は ､ 団体的多元主義 - の批判とカ ー ル ･ シ ュ ミ ッ ト(Ca rl Schmit t)- の 共感で あるo べ ッ ケ ラ
ー トは ､ シ ュ ミ ッ トを参照 しつ つ ､ 第 一 次大戦後の ドイ ツ 国家を批判 して 次の ように述 べ て い るo ｢国
家は ､ 極 めて様 々 な仕方で ､ 『干渉した』 が ､ こ の 干渉は ､ 矛盾に満ちて いた ｡ そ こ には拘束的な原
則が欠落 して い たo 議会制民主主義にお い て は ､ そ の ような干渉の なかに ､ 諸利害関係者 [つ まり利
益団体] の意志が反映 した ｡ こ の 意志は ､ 諸政党を経由 して権力を行使 した｡+ ｢現代 の複数政党国家
(der m ode r n ePa rteie n sta at) は ､ 経済の 担い 手 達 - 企業家､ 労働者､ 工 業と農業 - の 間の 闘
争を議会に持ち込 み ､′ そ の 都度 の [議会内]多数派に対 して ､ [ 議会内で] 劣勢に ある陣営に多数派
の意志に従う ように国家の権力手段に よ っ て強制す るこ と を許す｡ こ の国家は経済の 手中に握 られて
い るが ､ 同時に ､ 経済過程の 担 い手の 間の財配分は国家の 有無 を言わせぬ断定に支配されて おり ､ こ
の 国家の 断定は既存の 事情の もとで は利害関係者の 希望だけを傘課す るの で あるo [ワ イ マ ー ル 国家
の ように] あらゆる部分が組織された経済と議会主義的 ･ 民主主義的国家との 結合は経済も国家も解
体したの で ある+､ と｡ こ の ような団体的多元主義 の 諸利害に よ っ て 占拠された国家と い う論点 は シ
ュ ミ ッ トが 2 0年代末以降 『憲法 の番人』 な どの 著作にお い て展開 したもの に他 ならない o 利益団体
の ｢獲物と して の 国家+ とい うリ エ ス トウの捉 え方も同じシ ュ ミ ッ トに由来する概念で ある ように思
われ る｡
第二 は ､ 市場 にお ける ｢機械的 (自然的) 均衡+ (ein m e chanis che s(n atirliche s)Gleichgewicht)
の 喪失という問題意識で ある ｡ 市場均衡の 自然発生的形成と､ それを踏まえた経済に対する国家の い
わゆる夜警的立場とい う自由主義の経済理論の 前提が現代経済から失われた こ とをべ ッ ケ ラ ー トは指
摘 し､ 次の ように述 べ て い る｡ 自由競争の 存在にも拘わらず､ カ ル テ ルや独占や労働組合な どの ｢現
代の 経済的な組織諸形態の 台頭に よ っ て ､ 今日の 『市場 の状況』 は ､ か つ て の それから､ どの ように
して ､ 根本的な変化を遂げたの か 一 問わなければならない の は こ の 問題で あるo こ の 間題 に取 り組
んだ研究者は これまで の と こ ろ非常に少ない+､ と｡ 20年代にお い て この 問題に注目 したの は上述 し
たように経済的自由主義看で はなくて社会民主主義陣営に属する レ - デラ ー の ような若手の経済学着
であ っ た｡
第三は ､ 自由主義経済思想 - の ｢国家の優位+ の 観点 の導入 とかか る国家の 課題と しての 市場均衡
の ｢人 工 的 (意 識的)+ 方 法 に よ る 回 復 (da s k 血st
_
1ich (bewu飢 e) Gleichge wicht ､ も しく は
a rtifizielle sEquili brium) の 要請で ある｡
市場にお ける自然発生的均衡の喪失の 結果 ､ ｢自申競争の虚構に固執+ するづきでは ない こ と､ ｢現
実の 市場状況+ を踏まえ るべ き で ある こ とを主張 して ､ べ ッ ケラ ー トは次の ように述べて い るo ｢我々
の 考察を簡単に定式化する ｡ 今日の 経済はもはや自由競争によ っ て特徴づ けられて い ない とい うこ と
が正 しい とするならば､ さらに ､ こ の模本的に変化 した市場状況におい て機械的均衡が最も重要 なケ
ー ス に率い て全く形成され ない か ､ 或い は ､ 形成された と して も､ 望ま しくない こ とが 正 しい とす る
ならば､ 国家と経済の 関係 は全く新 しい 段階に入 っ てい るの で ある ｡ もしも均衡がもはや自然発生的
(n atdrlich)なもの で はありえず､ む しろ人工的な(k 血stlich) もの たらざるをえなく なっ て い るとす
るならば ､ 何故 ､ こ の ような 『人 工的な均衡』(a rti fizielle s Eqtlilibriu m)の 形成が民間の 辛か ら
もぎ取られて 国家に委ね られ る べ きで は ない の か理解できない ｡ ･ - ･ 国家は､ こ の 課題を､ 利害
関係者の エ ゴイ ズム よりも ､ い っ そううまく遂行す る こ とが出来 る+､ とo
ベ ッ ケラ - トは ､ ｢どの 国家でも ､ 経済に対 して こ の任務を遂行す る こ とが可能で あろうか+ と間
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うたうえで ､ 先 に述 べ た ように ｢政党国家+ で ある ワイ マ ー ル国家を否定 し+ こ の ような ｢全く新し
い段階+ に入 っ た 唱 家と経済の 関係+ を具現す る形態を､ イ タリア の フ ァ シ ス ト国家の なか に見出
すe ｢1 927年 4月 21日 の 労働憲章 (ca rta del La v o r o) の 制定以来 ､ - ･ イ タリア は ､ 唯 - の 国家
と して ､ 以上に素描 した意 味に お ける経済制度を有す るこ とにな っ た｡ 注目す べ き こ と は ､ まさにイ
タリ ア こそ が こ の進歩 を成し遂 げた の であ る+, と彼 は述 べ る｡ 羊の ような市場 にお ける ｢人 工 的な
均衡+ の形成 と い う新しい経済政策の 課題 の 遂行 を可能とす る国家形態と して フ ァ シ ズム へ の 絶大な
る評価を明らかに して い る点 - こ の 点が べ ッ ケ ラ ー トにお い て注 目す べ き第四 の論点 である｡
ミ ク シ ュ の『課題と して の 競争』に揺れ込ん で いく経済的自由主義の 政策思想 の もう 一 つ の 渡泉は ､
当時の 英米やイ タリア に お い て発展 しつ つ あ っ た不完全競争市湯 に関す るミ ク ロ 経済学的研究 で ある ｡
ミク シ ュ に よれば ､ 不完全競争 の 問題 に つ い て は ､ ク ー ル ノ ー (Antoin eAugu stin Co u rn ot)と い う先
駆者が い た o 彼 は ､ す でに 19 世紀前半に ､ 競争 の作用が正確 に理解されて い ない と して 古典的価格
理論 を批判し､ 独 占と自由競争を数学的に定式化可能 な限界ケ ー ス と して位置 づ けたの で あるが ､ ｢こ
の ク ー ル ノ ー の 見解は ､ 最近 で は ､ マ ー シ ャ ル ､ ワ ル ラ ス ､ パ レ ー トの均衡研究と結び つ き+､ 当時
30年代半ばには , チ ェ ン バ レ ン(G･ Cha mbe rlin)の 『独 占的競争の 理論』(The The o ry of Mo n opolistic
Co mpetitio n, 19 35) やバ ー ン ズ(A･ R･ Bu r n s)の 『競争 の衰退』(The De clin e of Co mpetition, 1 936)
によ っ て発展の 途上に あると ､ ミ ク シ ュ は整理す るo そ して ､ ｢競争政策的な観点か らそれらを研究
し ､ 分析 ･ 評価す る作業が待たれ て い る+ と して ､ 競争政策に 関する諸文献 の批評 を､ 19 33年以降､
自身が痕集に関わ っ て い る ｢フ ラ ン ク フ ル ト新聞+ (Fr a nkfu rter Zeitu n畠) 紙上で継続的に試み る こ
とに なるo ミク シ ュ の注記に よれば､ こ の ような彼 の 作業を､ オイケ ン は強く支援 し示唆や激励 を与
えて い た｡
4) 大恐慌 の決定的意義
さて ､ ミ ク シ ュ は+ 19 29年に ｢過剰生産+ の 問題 に関する最初の 著作を出 した後 ､ ナチス 期に入
つ て からは ､ 主と して 『経済曲線』 (wirts chaftsku r v e)という雑誌に ､ ナチ ス の経済政策､ と りわけ
価格政策に関す る 一 連 の論 文を発表 して い くo そ して ､ その 過程で ､ 1937年に公 に したの が ､ 彼の
主著となる 『殊題と して の 競争 - 競争秩序 の諸原則』 で あっ た｡
彼の 議論 の要点は次の 3 つ にま とめ られ る o(1)大恐慌が経済的自由主義に与えた決定的な影響 を､
ミク シ ュ は どこ に求め て い るか ｡ (2) 大恐慌によ っ て地 に落ちた ｢競争+ の 意味 を､ ミク シ ュ は い か
なる経済学的方法に よ っ て 再建 しようと した の か o (3)そ の ような方法か ら導き出されてきた ､ 市場
均衡を人為的に回復す る経済政策とは なに か ｡
さて ､ 第 一 の 論点で ある大恐慌が経済的自由主義に与 えた決定的な影響で あるが ､ 最初に強調 して
おきたい ことは､ 今日で こそ競争 の経済学的意義は誰もがこれ を疑う こ とができな い ほ ど資本主義の
アプリオリとなっ ており､､ 従 っ て競争政策は 資本主義市場経済の最も重要な経済政策の地位を占めて
い るが ､ 歴史的に見 ると､ これ はそれほ ど自明の こ とで はな い とい うこ とで ある ｡ 2 0年代に お ける
か レテ ル の 遍在に認め られ るように ､ 当時 ､ 競争は ､ 別 に マ ル ク ス 主義で は全然ない ような通常の 受
け止 め方にお い ても ､ い わば ｢諸悪 の根元+ に他ならなか っ たの で ある｡
これをミク シ ュ は ､ ｢恐慌以前か ら存在する競争に対す る敵対的な潮流+ と述 べ て い る｡ こ の よう
な競争観は ､ 大恐慌によ っ て決定的なもの となる｡ こ の大恐慌 にお い て ､■多く の 人々 は ､ 企業家を含
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めて ､ ｢競争+ を経済を ｢破壊する要素+ と して経験す る こ とに なるo 大恐慌にお い て は物価が 急激
に下落 して い っ た が ､ こ の 点に つ い て ミク シ ュ は次の よう に述 べ る ､ ｢個々 の企業に関 して言 えば ､
物価下落 の外的な現象形態が競争の先鋭化に他ならなか っ た ｡ そ こ で示唆されたこ とは ､ 物価下落の
責任 は競争に あると い う考え方で あるo それに よ っ て多くの 人々 の 間で ､ 競争疲れが引き起 こ された o
そ の影響は恐らく相当 に長く尾 を引い て い る+､ と ｡ ちなみ に ､ 彼 自身は ､ 物価の 下落の 原因を信用
規模 の収縮に よる商品 需要の減少に求め て い る｡
.
い ずれに しても ､ 大恐慌に よ っ て こ の ように決定的
に地に落 ちた ｢競争+ の 意義を再度､ 経済学的に根拠づ ける こ と - 自由主義経済学に と っ て の 大恐
慌の 決定的意義は こ こ に あっ た ように思われ るo 自由主義経済学に と っ て大恐慌 はまさにそ の存命が
懸か っ た大きな試練 だ っ た の で ある｡
従 っ て ､ ミク シ ュ の試みの新 しさと い うの は ､ 大恐慌に よ っ て徹底的に鮭価され た ｢競争+ の 経済
学的意義を再認識 ･ 再評価 し､ そ れを経済政策の 中心思想 - と昇格させ るこ とに あっ た｡ それ故 ､ ポ
イ ン トとなる の は ､ こ の 競争 の い わば ｢価値転換+ を遂行す るにあた っ て ､ ミク シ ュ は ､ い か なる仕
方で ､ ｢競争+ の経済学的意義の 再認識 ･ 再評価を行い ､ それ を経済政策の 中心思想 - と導入 して い
っ たの か とい う点で ある ｡
5) 競争理念の 救済と ｢国家の 優位+
その 際 にミク シ ュ が行 っ た手続きと して興味深 い 点は ､ 競争理念が本来結びつ いて い た古典的な世
界観 ､ す なわち啓蒙的な自由主義や個人主義の 思想から ｢競争理念を解放+ し､ ｢経済政策的な組織
理念+ と して 再生する こ とで あ っ た｡ 彼 杜 ､ 次の ように述 べ て い る｡ ｢国家と経済との 関係は変化 し
た｡+ 国によ っ て濃淡の 差は あれ ｢こ の傾向はいず こ にお い ても欠落して は い ない ｡ 個人主義は ､ 膨
張して い く大衆や彼 らの 諸関係 の 多面性 を組織できなか っ た｡ それ故 に ､ 国家は ､ 以前とは全く違う
領域にお い て指導す る権利が ある こ とを主張す るの であるc 今や ､ 現代経済の 分析が示す の は ､ べ -
■
●
ム (Fr anz B6 hm) の 意味にお ける秩序づ けられた経済制度の構築は ､ 強い 国家､. すなわち個々 の 市場
を比較的大き な或い は比較的小さな自由度で組織 し､ 全体 シス テ ム がそ の統 一 性や封鎖性を失わな い
ように配慮す るような国家な しには考え られ ない ､ とい うこ とで ある｡ 国家の 強化された指導意志
T それ は単に経済的理 由だけか ら生まれ るもの で は ない が - は ､ そ れ故に ､ 競争政策的な要求 を満
たすの で ある+､ と (傍点 ､ 筆者)｡ ちなみに ､ こ こ で言及されて いる ベ ー ム の研究とい うの は ､ オイ
ケン ､ ベ ー ム らの 編集に よっ て 1 936年か ら刊行が開始された ｢経済の秩序+ 叢書の 第 1 巻 と して公
にされたもの であり ､ ミク シ ュ の 『課題としての 競争』 は ､ こ の シ リ - ズの 第4巻にあたっ て い たo
こ の ｢強 い 国家+ は ､ すで に述 べ たように ､ リ エ ス トウか らベ ッ ケラ ー トにい たる当時 の経済的自
由主義者に よ っ て度々 要請されたもの だ っ たが ､ ミク シ ュ は ､ リ ュ ス トウやオイケン を参照 しつ つ ､
｢自由放任主義+ (Lais s e zfair e)の 支配的潮流 の 中で ､ ｢国家は琴序理念 を完全 に損ない ､ 無計画 に
利害関係者の 関心に沿 っ た形で干渉し､ かく して匿名 の経済諸権力の 支配下に入 っ た+ と述 べ て ､ す
で に周知 の 多元主義批判の論点を共有して い るこ と を明らかにす るとともに ､ ｢今 日で は自然法的見
解に代わ っ て国家の優位(Prim at de sSta ate s)の学説が現れたの で ､ 国家干渉は確か に全く異なっ た
根拠を獲得した+ と指摘 し (傍点､ 筆者)､ 今や ､ 自由主義や個人主義の 啓蒙思想か ら切り離され て
純粋な機能と して捉 えか えされた競争理念を実現す る主体と して ､ ｢強 い 国家+ を要請す るこ とに な
っ たの で ある｡ 彼 は次の ように述 べ る ､ ｢そ の意義を古典経済学者が全く知らなか っ たか或い は十分
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に は知らなか っ た国家の 競争政策が ､ 中心 に躍 り で てく るo すなわち ､ 『自然的秩序』 か ら国家の行
政的課題(Ve r a n staltung) - の 転換で ある o 経済的 ･ 社会的全体 シ ス テ ム にお ける競争の位置 づ けに
と っ て ､ 立場 の こ の ような転換は著 しく重要 で ある+､ とo こ う して ､ ミ ク シ ュ の 言葉を用 い るなら
ば､ ｢秩序思想を欠 い た経済的 自由主義+ とも ｢国家干渉を計画経済 と等置す る歴史主義的発展段階
蘇+ とも異なっ た新 しい 経済制度構築の 辛が か りが見出された の だ っ た ｡ ちなみ に ､ オイ ケ ン は ､ シ
ュ メ ル ダ ー ズ編の 1 942年 の論文集 - の 寄稿にお い て ､ ｢中央管理経済+ とも ｢『自由』 経済+ とも異
なる ｢第三 の 道+ と述 べ て ､ ミ ク シ ュ と 同様な問題意識を表現す るこ とに なる ｡
6) 競争の経済学的再建と競争政策
そ こ で次の論点で ある こ の競争 の経済学的な再建 の 方法で あるが ､ こ こ で ミク シ ュ が と っ た手続き
は ､ 完全競争を通 じて市場均衡が達成される ケ ー ス を ｢モ デ ル+ と して ､ 或 い は ｢理念型+ - これ
は ミク シ ュ が別 の 論文で用 い た言葉 で ある - と して再構成 し､ そ の 上で ､ これ を､ ｢モ デ ル と具体
的現実とを突き合わせ て+ 思考実験 をするうえ での ｢発見的補助手 軌 と して ､ また ､ 経済政策 にと
つ て の ｢機能障害や間違い の原 因を見つ け出すため の確実な基準+ と して ､ 利用 して いく と いう行き
方で あるo ここ で は完全競争に よ る市場均衡に関す る数学的 モ デ ル に つ い ては省略 して ､ これ を念頭
にお い 七作成された ､ 市場の 実態分析 の ための マ トリ ッ ク ス だけを取り上げてみた い ｡
数学的に定式化可能な二 つ の 限界ケ ー ス で ある ､ 市場の総需要に独占企業が対峠するケ ー ス と供給
者の 数が無限の場合の自由競争の ケ ー ス と の 間に ､ ｢現実世界にお い て ひ とが 実際 にか かわり合う事
実上 の市場諸形態 が存在 して い る+ と して ､ ミク シ ュ は ､ 表 1 が示 すように ､ 市場が法的には 自由競
争の形態で組織されて い る場合に も､ 両サイ ドの 市場参加者の数 に従 っ て ､ 16 の 市場形態が 区別 さ
れる とするo ちなみに ､ こ の 表は シ ュ タ ッ ケル ベ ル クが ベ ッ ケラ ー トの 問題提起を具体化す る際に作
成した表2 を発展 ･ 精撤イヒさせたも の である と思われ る｡ シ ュ タ ッ ケル ベ ル ク の研究テ ー マ が どこ に
あ っ たかは ､ そ の著書の タイ トル ｢市場形態と均衡+ が何よりも雄弁 に物語 っ て い る｡ 表 に関 して 両
者が違 っ て い る点は ､ シ ュ タ ッ ケル ベ ル ク にお い て は ､ 市場形態と して ｢部分独占+ の カテ ゴリ ー が
欠落 して い るこ と､ および ｢競争+ で は なく ｢自由競争+ という範噂が設 けられて い るこ とで ある ｡
こ の ｢自由競争+ とい う分類の 仕方は 当時 一 般的だ っ たようであるが ､ これに対 して ､ ミク シ ュ は ､
｢自由競争+ とい う表現 を､ 市場形態 ､ すなわち市場の 経済的実態が競争的であるとい う意味では な
く ､ 市場制度､ すなわち形式的 ･ 法的な市場 の あり方 の 一 形態と して用 い て い る ｡
さ らに注目す べ き事実を指摘 しておく と､ ミ ク シ ュ の『課題 と して の競争』が 出てか ら3年後の 1 940
年にその初版が出版される ことにな るオイケ ン の最初 の主著 『経済学の基礎』 の核心 をなすもの とさ
れる ｢五行五列の 表+ (表 3 参照) は ､ こ の ミ ク シ ュ の 四行四列か らな る表 1 に ｢部分的寡占+ 範噴
を追加 したもの に他ならない o 大恐慌期に お ける ベ ッ ケラ ー トの 問題提起に始まり シ ュ タ ッ ケル ベ ル
クからミク シ ュ を経 てオイケ ン - と流れ込 んで い く新自由主義経済政策思想の核心部分に関わる この
ような注目すべ き源流と展開は ､ 管見 の 限りで は ､ こ れまで研究史 の 中で は 一 度も指摘されては こ な
か っ たように思われ る｡
- 28-
表1 : 市場諸形態 (ミク シ ュ ､ 1937年)
需 給
供 給 .
競 争 寡 占 部 分 独 占 独 占
競 争 完全競争 需要寡占 需要部分独占 需要独占
寡 占 供給寡占 双方的寡占
寡占的に 制限され た
需要部分独占
寡占的に制限され た
需要独占
部 分 独 占 供給部分独占
寡 占的に制限され た
供給部分独占
双方的部分独占
部分独 占的に制限さ
れた需要独占
独 占 供給独占 ■
寡 占的に制限され た
供給独占
部分独占的に 制限さ
れた供給独占
双方的独占
表2 : シ ュ ク ッ ケ ル ベ ルク にお ける市場形態の分類 (1934年)
供給側の
形態
需要側
の形態
自 由 競 争 寡 占 独 占
自 由 競 争 自由競争 供給 一 寡占 供給 一 独占
寡. 占 需要 一 寡占 双方寡占 制限草れ た供給 一 独占
独 占 需要 一 独占 制限された需要 一 独占 双方 一 独占
表3 : オイ ケ ン に おける市場諸形態の分類 (1940年)
供給
諸形態
需要
諸形態
競 争 部 分 寡 占 寡 -占 部 分 独 占
独占 ( 単独独占
ない し集団独串)
競 争 完全競争 併給 一 部分寡占 供吟寡占 供給部分独占 供給独占
l
部 分 寡 占 需要 一 部分寡占 双方部分寡占
部分寡占的に 制
約さ れた供給寡
占
部分寡占的に 制
約され た供給部
分独占
･. 部分寡占的 に制
約さ れ た供給独
占
寡 占･ 需要一 審占
部分寡占的に制
約 された需要寡
占
双方寡占■
一寡占的に制約さ
･れ.た供給部分独
占
寡占的に制約.さ
れた供給独占
部 分 独 占. 需要
一 部分独占
部分寡占的に制.
約 され た需要部･
･分独占
寡占的 に制約 さ
れた需要部分独
.占
双方部分独占
部分独占的に制
約さ れ た供給独
占
独占 ( 単独独古
ない し集団独占)
需要 一 独占
･部分寡占的に制
約さ れた需要独
占
寡占的 に制約さ
れた需要独占
･部分独占的に 制
約さ れた需要独
占･
双方独占
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衰4 :市場形態と市場制度 (ミ ク シ ュ ､ 1937年)
市場制度
市場形態
自 由
●
競 ■争 私 的 市 場 規 制 秩序 づ けられ拘束された競争
完 全 競 争 (丑その まま ②自由競争 へ の移行･ ②自由東争 へ の移行
完 全 競■ 争 ③完全競争の創出に よる市場 ④完全競争の 創出､ 自由競争 ④完全競争の 創出､ 自由競争
創 出一 可 能 障害の 除去 へ の移行 へ の移行
不 完 全 競 争 ⑤拘束 され た競争 へ の移行 ⑥拘束され た競争 へ の移行 そ の まま
さて ､ 表1 の市場諸形態は ､ 表,4 では 3 つ の カテ ゴリ
ー すなわ ち､ 完全競争 ､ 完全競争創出可
能 ､ 不完全競争 - に再分類され ､ そ の 市湯の 制度的 ･ 法的形態の現状 - すなわち､ 自由競争 ､ 民
間の 市場規臥 秩序づ けられ拘束 された競争 - か ら見 て ､ 9 通 りの 競争政策的な評価が下されて い
る｡
競争政策の観点か ら主要 なタイ プをあげると ､ 例 えば ､ ①市場形態と して完全競争の 諸条件が 存
在 して い る市場が ､ すで に南場制度と して自由競争の 原則 に よ っ て組織されて い るならば､ そ の 場合
ほ競争がうまく機能 して い る こ とになる o また､ ②完全競争の 諸条件が 存在 して い ても ､ 何 らか の 形
七拘束されて い る諸市場は ､ 自由競争ぺと移行させなければならない ､ と判断され る｡ 完全競争を作
り出す こ とが可能な諸市場は ､ ③も しもそれ ら韓市場が これまで自由競争の 支配 にあ っ た ならば､ 経
済政策の手段 によ っ て ､ 機能障害か ら解放 しなけれ ばならない し､ ④も しもそれ ら諸市場がすで に規
制されて い るならば ､ 完全競争が 作り出された後には ､ 自由競争の 形態 に組織 しなけれ ばならない ､
とされるo
他方 ､ ｢不完全競争の 状態に ある大部分の 市場+ に つ い て で あるが ､ まず ､ ⑤市場形態と して は不
完全競争であるにも拘わらず ､ 市場制度と して自由競争の 形で組織され て い るならば､ 市場の 混乱が
発生す るo
■
それ故に こ こで必要なこ とは､ これらの 諸市場を､ 法的措置 によ っ て ｢秩序づ けられ拘束
された競争+ - と移行させ ることで あるとされ る o また ､ ⑥その ような不完全競争の諸市場がすで に
何らか の形 一 例 えば ､ 私的なカ ル テ ル - で規制 されて い る限 りで ､ その 市場規制 は､ 拘束され た
競争を統 一 的に秩序づ けるような法の もとに形態転換がなされなければならない とされ る.
1
こ こ に ､ ミク シ ュ の たてた問題 に対 して ､ 彼自身が用意した解答の 要約がある｡ 現実の各々 の 市場
は ､ こ の組み合わせ の なか の どこに位置づ けられる の か o とりわけ問題は ､ ｢放置すれ ば独占な い し
カ ル テ ル に向かわ ざるをえない+ と考えられ る寡占に対 して ､ 競争状態 をい か に して維持 したり､ 創
出 した りできる の か ､ とい う点に あっ たo その 手段と して創案され たの が ､ ｢秩序 づ けられ ､ 拘束さ
れた競争+ とい う ｢市場制度+ の 範噂で ある o そ して かか る市場制度を実現する ために ､ ケ ー ス ･ バ
イ ･ ケ ー ス の 形で制定され る競争法が ､ ミ ク シ ュ によ っ て ｢特殊競争軌 と名付 けられた経済法で あ
る o これは ､ 従来か らあっ た r 一 般韓争法+ 一 つ まり､ ｢自由競争を通 じて業績を評価するとい う
基本思想+ の 法的表現で ある価格 協定の 原則的禁止 ､ 契約法と社会法 ､ 刑 法､ 破産法 ､ 労働法 ､ 特許
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法､ 租税法 など と は区別され る ､ 新 しい競争政策の 理念 の法的な表現であ っ た o
7) ｢拘束された競争+ とその 二 つ の 形態
さて ､ こ の ｢拘束された競争+ に つ い て ､ ミク シ ュ は ､ ｢ドイ ツ 法律アカ デミ ー + グル ー プ ⅠⅤの 共
同研究に寄せ た論文 ｢拘束された競争 の 可能性 と限界+ の なか で次の ように説 明 して い るo ｢も しも
競争が完全で あるならば ､ ひ とは自由競争を用い る こ とが でき る｡ - I ･ も しも競争が不完全な場
合には ､ 最小限の行政 ･ 管理費用 で最大の 可能な効果を保障する ような唯 一 の 方法が ある o 即 ち､ 国
家に よ っ て 秩序づ けられ監督された拘束された競争の創出で ある｡ 不 完全競争 の市場形態 は多様であ
り ､ そ の市場制度もまた多様で あるo それ故 ､ 拘束された競争に関 して は ､ そ の 目標 につ い て の み 一
般的な形で示 しうる ｡ すなわち ､ こ の 市場は ､ 完全競争が存在して い るかの ような状態が生み出され
るように組織されなければならない の で あるo これが現実に意味する こ とは ､ 企業家をして 市場戦略
を推進す るこ と を不可能 にす るような障壁 ､ そ して企業家を して価格を与えられた大きさの もの と し
て受け止 め る こ とを強い るような障壁が設立 されねばならない と い うこ とである｡ も しもこれ に成功
する ならば､ 完全競争の 場合に自由競争の 市場制度 が保障する の と同 じ経済政策的な効果 が達成さ
れる. 即ち､ 企業家は ､ 経済闘争を通 じて 呼び起 こ された全て の エ ネル ギ ー を合理的な生産活動 - -
に振り 向ける ように強い られ るの で ある+､ と (傍点 ､ 筆者)｡
この ような ｢拘束された競争+ の第 一 の 形態と してあげられて い るの が ｢価格計算 コ ン トロ ー ル+
であるo ミク シ ュ は こ れに つ い て 次の ように述 べ て い るQ 需要サイ ドが公的機 関で ある場合に ､ ｢需
要の 全体が把握され ており ､ 個々 の サプライ ヤ ー の コ ス トの 平均 に対応するように価格を計算する こ
とが出来 る｡ こう して コ ス トの平均以下を示す企業は差額利潤をえ､ 他方 ､ 生産性 の低い 企業家は コ
ス ト補填さえも達成でき なくなる｡ それ故 ､ 企業には ､ コ ス ト引き下げ - の機動力が生ずる｡ も しも
価格が 一 定期間を経て再度計算に基づ い て点検 し直され ､ 新たに設定されたならば､ 価格 は平均 コ ス
トq)下落に対応 して引き下げられ ､ そ の結果 ､ 合理化の 成果 は､ 自由競争の 時と 同様 に , 生産者と 一
般(A llgem einheit)との 間に配分され ､ そ して 次第に ､ 全生産者が技術的 ･ 組織的な革新を模倣す る
につ れて消えて い く｡ 長 い 間元を取 るこ とが できない 生産者は､ 漸次排除されて いく ｡ それ故､ こ の
点で も､ 拘束された競争は ､ 自由競争が成立 して い るか の ように機能す る+､ とミク シ ュ は述 べ て い
4
る ( 傍点､ 筆者)｡ こ れは ､ シ ン ジ ケ ー トを国家管理官 の 下におき ､ その シ ン ジケ ー トを､ 構成企業
に対 して需要独占者と して 対置させ るとい う方法に よ っ て ､ 具体化されて い っ た ｡
｢拘束された競争+ の 第二 の 有力 な形態が ｢価格計算カ ル テ ル+,(Ealkulatio n ska rtell)で あるo
これは価格カ ル テ ル を､ 共通の 書式と方法によ る客観的な費用計算に基づ い て個k の構成企業に合理
的な価格形成を促進させ る こ とを目的とした価格計算カ ル テ ル - と再編 し､ それ によ っ て ､ 一 方で は
安値販売による過当競争を妨げるとともに ､ 他方で は平均費用に基づ い て計算された価格 - の 適応競
争 を促進させ ようとす るもの で ある｡ 30 年代 には ｢競争法 の 諸規定+ が数多く発令 されたが ､ こ の
転換にあた っ ては､ 適正価格以下で販売す る企業に販売価格が適切な原価計算に基づ い たもの で ある
ことの 証明を義務づ けた1934年1 2月21 日の 競争条例や ､費用計算の厳密化を団体に義務づ けた1 936
年 11月 1 2日の ライ ヒ経済省の 条例 などが 一 定の効果をも っ たとミ ク シ ュ は指摘して い るo
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Ⅴ おわりに 一 団体的多元主我 へ の再転換と経済政策の 二 つ の選択肢
｢自然発生的な均衡+ を実現する完全競争の 市場 をモ デル に して ､ 不完全競争市場に あたか も完全
競争で あるか の ような結果 を人為的に創出す るた めに競争政策を展開す る - こ の ような資本主義国
家と市場 との 関係が ､ 自由主義的な経済政策の 理念と して確立 した の は ､ ナ チ ス 期 30年代 で あっ た o
こ の 時期に ､ そ の具体的 な政策形態と して提起され ､ また実行に移され た ､ 法的に ｢拘束された競争+
を実現す る装置と して の ｢価格 計算 コ ン ト ロ ー ル+ や ｢価格計算カ ル テ ル+ は ､ そ れに先行す る 20
年代 とい う か レテ ル が遍在 した時代に対応 した産物 で あるとともに ､ ナ チ ス 国家と い う権威主義的 コ
ー ポ ラテ ィ ズム に よ っ て刻印され た ｢全 - 家+ の時代の 産物で あ っ た o ｢価格計算カ ル テ ル+ は ､
当時遍在 した非競争的なカ ル テ ル を競争政策を展開す るため の 装置と して 利用 した の で あり ､ そ の た
め の プ ラ グマ テ ィ ッ クな政策主体と して呼び 出され た の が ､ 咽 家の優位+ を具現す ると思われた身
近な存在で あるフ ァ シ ズ ム ｢全体 国家+ だ っ た｡ ｢価格計算コ ン トロ ー ル+ や ｢価格 計算カ ル テ ル+
それ自体は ､ そう した もの と して ､ 明らか に 両大戦間期の ドイ ツ とい う特殊性 ､ 時代の制約性をも っ
て い た｡
こ の ような時代 の影は ､ 2 0年代 に ｢カ ッ セ ル 論争+ で レ - デ ラ ー らと論争したA･ ラ ン ペ の 30年代
にお ける著作活動 にも確認 でき るo 当時フ ライ ブル ク大学数授だ っ た ラ ン ペ は ､ 1 93 8年に 『国防経
済学総論』 を著 したo その 中で彼 は ､ ｢1 914年 には戦争に向けて経済が準備 されて い なか っ たため に ､
経済の育成 を怠 っ たこ とを行政組織の 恐る べ き膨張に よ っ てカ バ ー せ ざるをえなく な っ た+ と述 べ ､
｢こ の 過剰な組織化+ が民間の 積極的な自発性 の 発捧 を妨 げた点に第 一 次大戦の教訓を求めた｡ そ し
て こ の教訓を踏まえて ､ 彼 は ､ 1 93 8年 の 時点にお い て ｢経済を戦争に向 けて準備す る+ ために ､ ｢国
防経済における私的企業家のイ ニ シ ア テ ィ ヴの 投入(Ein s atz)の 可能性 と条件 の規定+ を試みた の で
あっ たo こ の ような課題 を達成す るためにラ ン ペ が 展開 したの が ､ ｢私的企業家の イ ニ シアテ ィ ヴの ､
責任 を自覚 した投入+ を促進す る ような経済政策の 理論で あ っ て ､ それ を彼 は ､ ｢市場的国防経済政
策の 理論+ (The o rie m a rkt■1iche r Wehr wirts chaftspol itik) と呼び ､ 次 の よう に述 べ て い る ､ ｢官僚
制的な経済の 操舵が私的企業家のイ ニ シ アテ ィ ヴの投入を禁止 す るの に 対 して ､ 市場的な国防経済政
策はそれを手段 と して利用す るo こ の政策は ､ 個々 の経済痕動かそ れに 固有な利 害関心を､ 全体的に
望まれ てい るような方向の なか に見出させ る ような市場の 諸条件 を作りだそうとす るの で ある+､ と｡
同書に率い て彼が展開 したの は ､ 戦争に向けて経済の 供給能力 の最大化 を最小の 行政的負担に よ っ て
達成するために ､ ｢健全な企業家のイ ニ シ ア テ ィ ヴを衰弱させ る集団利 己主義的官僚制化+ を助長す
るような市場組織を解体 して 実績競争(Leistu ngsko nku r r e n z) を保 障す る ような環境を作り出すため
の 市場政策 ･ 価格政策の 基礎理論に他ならなか っ たo 従 っ て こ こ で の主題となっ て い るの は ､ 特殊 に ､
｢課題と して の 国防経済+ (wehr wirts chaft als Anfgabe)の 市場 を通 じた構築で ある o それが ｢課題
と しての 競争+ を通 じて達成され る べ き こ の 時期最大 の テ ー マ で あ っ た ことは言うまでもない ｡
しか し､ ｢国家の行政的課題 と して の 競争+ とい う自由主義的な経済政策の 理念は ､ 第三帝国の 解
体と共に途絶えで しま っ たわけで は ない ｡ 免に指摘 したように ､ ミ ク シ ュ の 著書 『課題 として の 競争』
は ､ 部分的な訂正 と追加が施されて ､ 通貨改革の 前年 1947 年に再版が刊行され るが ､ そ の 際に ､ ナ
チ ス 国家の権威主義由コ ー ポラテ ィ ズ ム と結び つ い た ｢国家の優位+ に関す る表現は ､ 自由主義や個
人主義の 啓蒙思想か らの 競争思想 の 分離を主張 した表現とともに､ 注意深く ､ 系綻的に 削除された｡
しか し､ 他方で ､ こ の 47年版でも訂 正され ることなく展開された 30年代以来 の競争政策の 理念を､
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彼は ､ 19 49年に ､ あらた め て ､ それ以前 にも度々 使 っ て い た表現 である ｢か の ようにの 経済政策+(D ie
wirts chaftspoliti k de sAIs -O b)と い う概念 によ っ て ､ 再度､ 定式化 した の で ある｡ ちなみに ､ カ ー
ル ｡ シ ュ ミ ッ トは ､ フ ァ イ ヒ ンガ - (Ha n sVai hinge r)の ｢か の ようにの 哲学+ (Die Philo s oph ie de s
AIs- Ob)の擬制(Fiktio n)概念を援用 して ､ 当時の 啓蒙的な法律実証主義を批判 し法律の擬制的性格と
法を実定化する主体と して の 国家を根拠づ ける試み を遂行 したが ､ ミク シ ュ の ｢かの ように の経済政
栄+ と い う定式化が こ の 思想の 流れ の 中で の 出来事であ っ た ことは間違い ない で あろうo
こう して ､ ｢国家の 行政的課題 と して の 競争+ と い う考え方 は ､ 3 0年代ナ チ ス 期に確 立 した経済的
自由主義の 政策的選択肢にお ける核心的思想と して ､ 戦後西 ドイ ツ 社会 へ と救 い 出されて いく ことに
なる｡ そ して ､ そ の 著者で ある ミク シ ュ 自身は ､ イ ギリ ス 行政区の 経済中央局勤務を経て ､ 当時英米
統合占領地区の 経済行政局長で あ っ た ェ ア - ル トの 経済改革を担う ｢オ ル ド自由主義の 明白な代表
者+ と して行政機構の 中枢にお い て活躍す る こと になるの で ある｡
戦後西 ドイ ツ の 資本主義社会は権威主義的 コ ー ポラテ ィ ズム か ら団体的多元 主義 へ と再転換して い
くo こ の 戦後西 ドイツ にお ける経済政策思想の源流と して ､ ナ チ ス 期 30年代に ､ ア ン グ ロ サグソ ン
諸国で発展 した 市場経済学の 研究成果 を精力的に摂取 しつ つ 確立 した ｢行政的課題と して の 競争+ と
い う政策理念は ､ 20年代に起源 を持 つ 社会民主主義的なもう 一 つ の 経済政策の選択肢 と共に ､ 引き
継がれて いく こ とに なる｡競合関係 に立 つ これら二 つ の 経済政策思想 が どの ような具体的政策と して ､
またイデオ ロ ギ ー と して展開 して い っ た の か ､ これは別個の検討に委ねざるをえない ｡
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